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公益社団法人日本観光振興協会 

株式会社地域経済活性化支援機構 

 

公益社団法人日本観光振興協会及び 

株式会社地域経済活性化支援機構との包括的連携協定について 

 

公益社団法人日本観光振興協会（以下、「日本観光振興協会」という。）と株式会社地域経

済活性化支援機構（以下「機構」という。）は、本日、包括的連携協定を締結しました。 

 

１．趣旨・目的 

2016 年 3 月に「明日の日本を支える観光ビジョン」を策定した日本政府は、観光資源の魅

力を極めて地方創生の礎とし、観光産業を我が国の基幹産業へと成長させて観光先進国と

なることを掲げています。そのためには、観光産業を革新し、国際競争力や生産性を高めて

いくことが求められています。また、訪日外国人旅行者（以下「インバウンド」という。）にとって、

「日本ならでは」の魅力を持つ、文化財を始めとする「文化遺産」や国立公園等にある「自然

遺産」等の「観光遺産」の活用については、官民を挙げてポテンシャルを最大限に発揮し、地

方誘客促進及び地域経済活性化を図る仕組み作りが必要です。 

我が国の観光産業の基幹産業化及び観光遺産を活かした地域経済活性化モデルの構築

に向けて、日本における観光事業の健全な発展を図ることを目的とする日本観光振興協会と、

地域経済活性化に資する事業活動支援を行う機構は、双方が持つ機能を活かした具体的な

支援策に向けて、連携・協力するものとし、包括的連携協定を締結しました。 

 

２．連携・協力事項 

①観光産業の革新を通じた、国際競争力の向上による、我が国の基幹産業への変革 

②観光遺産を活用した、インバウンド消費拡大に向けた観光による地域経済の活性化 

③観光遺産を活用した、その保存と活用の好循環を創出する仕組みづくり 

④機構のファンド運営子会社である株式会社観光産業化投資基盤が無限責任組合員と 

なり組成する予定の「観光遺産産業化投資事業有限責任組合（仮称）」を活用し上記 

①～③を目的としてする投資する事業の推進  

⑤その他日観振及び機構が必要と認める事項 

 

以 上 



【参考】公益社団法人日本観光振興協会の概要 

 公益社団法人日本観光振興協会は、我が国の観光に関する中枢機関(ナショナルセンター) 

として、魅力ある観光地域づくり、広域観光ルートの整備、観光交流の活性化等各種の事業

を行うことにより、地域経済及び観光産業の発展、国民の生活及び文化の向上、国際親善等

に貢献し、観光先進国の実現を目指しています。 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

○公益社団法人日本観光振興協会 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-1-1 虎の門三丁目ビルディング６階 

 直通：TEL 03-6435-8335 

○株式会社地域経済活性化支援機構  

〒100-0004 東京都千代田区大手町１－６－１ 大手町ビル９階    

 代表：TEL 03-6266-0310 

 地域活性化支援部： TEL 03-6266-0590 


